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後期高齢者医療特別会計 
 

１ 事業概要 

  後期高齢者医療制度は、高齢者が安心できる適切な医療の確保を目的として創設されました。

平成 20 年の制度施行以来、新たな保険料負担に対する激変緩和措置として、一定の条件に該当

する方の保険料に対し軽減措置を実施してきましたが制度の持続性を高めるため、世代間・世代

内の負担の公平を図り、負担能力に応じた負担をしていただく観点により平成 29 年度から見直

しが実施され、令和４年 10 月 1 日からは一定以上の所得のある世帯の方に対する窓口負担割合

の２割化が新設されました。 

後期高齢者医療制度は、長野県後期高齢者医療広域連合が保険者として事業の運営を行い、長

野県内全市町村で構成されています。 

広域連合と市町村で役割分担が明確化されており、保険料については広域連合が賦課し、市町

村が徴収をすることとなっています。 

市町村は特別会計を設け、徴収した保険料や決められた事務的経費などを広域連合へ納付して

いきます。 

２ 加入状況                    （令和５年３月 31 日現在）  

 
後期高齢者被保険者数 全人口に占める被保険者

の加入割合 
全被保険者数 内障害認定 

令和 ４ 年度 17,238 人 189 人 17.9 ％ 

令和 ３ 年度 16,599 人 231人 17.2 ％ 

令和 ２ 年度 16,262 人 233人 16.8 ％ 

 

３ 一人当りの年間医療費の状況 

令和 ４ 年度 860,088  円 

令和 ３ 年度 835,937  円 

令和 ２ 年度 818,406  円 

 ※令和４年度は速報値。 

４ 歳入状況 

(1) 歳入内訳                                                             (単位:円) 

区  分 
特別徴収保険料 

（現年分）① 

普通徴収保険料 

（現年分）② 

普通徴収保険料 

（滞納繰越分）③ 

督促手数料 

④ 

小計(⑤) 

① +② +③+

④ 

 令和 ４ 年度 702,962,900 350,392,000 1,236,848 150,400 1,054,742,148 

令和 ３ 年度 691,290,300 308,081,402 825,340 118,646 1,000,315,688 

令和 ２ 年度 675,467,900 309,322,950 913,474 105,854 985,810,178 

 

区  分 

国庫 

補助金 

⑥ 

事務費 

繰入金⑦ 

保険基盤 

安定 

繰入金⑧ 

繰 越 金 

⑨ 

保険料 

還付金 

還付 

加算金 

⑩ 

延滞金 

⑪ 

合   計 

(⑤+⑥+⑦+⑧ 

+⑨+⑩+⑪） 

令和 ４ 年度 0 37,351,530 263,288,168 28,590,942 473,800 24,100 1,384,470,688 

令和 ３ 年度 0 35,959,648 251,517,111 25,678,630 469,700 4,500 1,313,945,277 

令和 ２ 年度 348,000 37,370,420 247,018,357 27,942,143 311,600 29,900 1,298,830,598 
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(2) 一般会計繰入金内訳                                             (単位:円) 

区    分 令和 ４ 年度 令和 ３ 年度 令和 ２ 年度 

保険基盤安定繰入金 263,288,168 251,517,111 247,018,357 

広域連合事務費分 32,281,630 31,401,348 31,042,520 

特別会計事務費分 5,069,900 4,558,300 6,327,900 

合    計 300,639,698 287,476,759 284,388,777 

 

(3) 保険料収納状況 

ア保険料率 均等割額：４・５年度 40,907 円 （２・３年度  40,907 円） 

      所得割率：４・５年度   8.43％ （２・３年度    8.43％) 

イ保険料収納率等の推移 
特別徴収：現年度分                         （単位：円・％）  

年

度 
調 定 額① 収入済額② 

不 納 

欠損額③ 

収   入 

未済額 

(①-②-③) 

収納率 

②/① 

未済額の 

年度比較 
備 考 

４ 701,933,500 702,962,900 0 △1,029,400 100.15  還付未済 

３ 691,020,800 691,290,300 0 △269,500 100.04  還付未済 

２ 675,068,800 675,467,900 0 △399,100 100.06  還付未済 

※未済額の年度比較＝当該年度―前年度  

   

 普通徴収：現年度分                                                  （単位：円・％）  

年

度 
調 定 額① 収入済額② 

不 納 

欠損額③ 

収   入 

未済額 

(①-②-③) 

収納率 

②/① 

未済額の 

年度比較 
備 考 

４ 351,812,700 350,392,000 0 1,402,700 99.60 △417,698  

３ 309,919,800 308,081,402 0 1,838,398 99.41 230,448  

２ 310,930,900 309,322,950 0 1,607,950 99.48 312,766  

※未済額の年度比較＝当該年度-前年度 

現年度分計 （特別徴収＋普通徴収）                                     （単位：円・％）  

年

度 
調 定 額① 収入済額② 

不 納

欠 損

額③ 

収   入 

未済額 

(①-②-③) 

収納率 

②/① 

未済額の 

年度比較 
備 考 

４ 1,053,746,200 1,053,354,900 0 391,300 99.96 △1,177,598  

３ 1,000,940,600 999,371,702 0 1,568,898 99.84 360,048  

２ 985,999,700 984,790,850 0 1,208,850 99.88 251,666  

※未済額の年度比較＝当該年度-前年度 

滞納繰越分                                                （単位：円・％）  

年

度 
調 定 額① 収入済額② 

不 納 

欠損額③ 

収   入 

未済額 

(①-②-③) 

収納率 

②/① 

未済額の 

年度比較 
備 考 

４ 5,435,168 1,236,848 416,500 3,781,820 22.76 286,950  

３ 4,648,840 825,340 328,630 3,494,870 17.75 496,280  

２ 4,169,164 913,474 257,100 2,998,590 21.91 125,010  

※未済額の年度比較＝当該年度-前年度 
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 現年度分計＋滞納繰越分                                         （単位：円・％）  

年

度 
調 定 額① 収入済額② 

不 納 

欠損額③ 

収   入 

未済額 

(①-②-③) 

収納率 

②/① 

未済額の 

年度比較 
備 考 

４ 1,059,181,368 1,054,591,748 416,500 5,357,120 99.57 293,352  

３ 1,005,589,440 1,000,197,042 328,630 5,063,768 99.46 856,328  

２ 990,168,864 985,704,324 257,100 4,207,440 99.55 376,676  

※未済額の年度比較＝当該年度-前年度 

 

(4)  保険料の軽減状況（令和５年３月 31 日：被保険者数  17,238 人）① 

均等割 軽減区分 一般(人)② 
被扶養者

(人)③ 

小 計(人) 

（②+③）④ 

割合(%) 

④/① 

７ 割 軽 減 6,444 702 7,146 41.45 

５ 割 軽 減 2,829 101 2,930 17.00 

２ 割 軽 減 2,091 89 2,180 12.65 

合   計 11,364 892 12,256 71.10 

 ※ 後期高齢者医療保険制度加入直前に被用者保険（国保.国保組合は対象外）の被扶養者で 

あった被保険者については、所得割がかからず、制度加入から２年間は５割軽減となります。 

 

 (5) 滞納処分状況 

  

 ａ 被保険者証の制限                 令和５年３月 31 日現在 

 
短 期 被 保 険 者 証 

資格証明書 

1 ヶ月 3 ヶ月 6 ヶ月 合 計 

世 帯 数 0  0  21 21 0   

被保険者数(人) 0  0  22 22 0 

   ※短期者証有効期限：令和５年７月 31 日 

 

ｂ 差 押 平成 23 年度から、後期高齢者医療保険料の滞納整理を収納課の所管とし、 

効果的・効率的な収納体制が取られています。 

 

ｃ 分納誓約について   同上 

 

ｄ 令和４年度後期高齢者医療保険料不納欠損状況      令和５年３月 31 日現在 

不 納 欠 損 事 由 
人数

(人) 

総 期 数 

(件) 
金 額(円) 

時    効 執行停止を伴わないもの 2 10 25,300 

即 時 欠 損 法第 15 条の 7第 5項 2 12 31,200 

時    効（執行停止済） 6 85 360,000 

合    計 10 107 416,500 

 

５  経理状況 

歳入総額 1,384,470,688 円、歳出総額 1,350,288,129 円となり、収支差引額は 34,182,559 円

です｡ 
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単位：円

  事務費の確保により、後期高齢者事務事業が円滑に遂行できました。

　＜後期高齢者医療制度　事務内容＞
　　後期高齢者医療制度は、長野県後期高齢者医療広域連合と市町村が、事業運営に係る事務分担
　を明確にして、運営されています。

　＜具体的な事務事業＞
(1)被保険者証の交付事務
　　①市町村事務　　申請・各種届出の受付、広域連合への申請書等の送付、端末への情報入力
　　　　　　　　　広域連合から送付された保険証等を被保険者へ交付などを行います。
　　②広域連合事務　資格確認及び交付決定、被保険者証・交付通知書の打出しなどを行い、市
　　　　　　　　　町村へ送付しています。
　

(2)医療給付事務
　　①市町村事務　　所得・世帯状況の把握、負担区分判定等の広域連合との連携処理（負担区分
　　　　　　　　　判定に必要な情報等の送付）などを行います。
　　②広域連合事務　負担区分の判定、限度額適用、標準負担額減額認定　医療費等の給付などを
　　　　　　　　　行います。

(3)保険料の賦課・徴収に係る事務
    ①市町村事務　　保険料の徴収、保険料の減免・徴収猶予に係る申請の受付等を行います。
    ②広域連合事務　保険料の賦課（保険料率の決定、賦課額の算定、賦課決定　等）を行います。

被保険者証の交付、高額介護合算療養費等給付関係の申請受付事務等が順調に遂行できました。

金額

主要な施策（事務事業）の成果の概要

上記の評価と課題等

36,000 35,675 0 325 99.1% 

特定財源の決算額 左
記
の
内
訳

細節名 金額 細節名

35,675

事務費繰入金 35,675

予算現額 ① 決算額(支出済額) ② 翌年度繰越額 ③ 不用額 ①－②－③ 執行率 ②/①

目 01 一般管理費
予
算

基本目標

事業 2600010 一般管理費 基本施策 健康づくりの推進

款 01 総務費
総
合
計
画

項 01 総務管理費
基本方針 健康を大切にするまち

いきいきと健康に暮らせるまち

部 保健医療部
決算書
ページ 278課 国保年金課

係等 国保年金担当

令和５年度
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単位：円

  事務費の確保により、後期高齢者医療保険料徴収事務が円滑に遂行できました。
 　・納付書等封入封緘業務委託　　4,609,964円
 
＜後期高齢者医療制度　事務内容＞
　　後期高齢者医療制度は、長野県後期高齢者医療広域連合と市町村が、事業運営に係る事務分担
　を明確にして、運営されています。

　＜具体的な事務事業＞
(1)被保険者証の交付事務
　　①市町村事務　　申請・各種届出の受付、広域連合への申請書等の送付、端末への情報入力
　　　　　　　　　広域連合から送付された保険証等を被保険者へ交付などを行います。
　　②広域連合事務　資格確認及び交付決定、被保険者証・交付通知書の打出しなどを行い、市
　　　　　　　　　町村へ送付しています。
(2)医療給付事務
　　①市町村事務　所得・世帯状況の把握、負担区分判定等の広域連合との連携処理（負担区分
　　　　　　　　　判定に必要な情報等の送付）などを行います。
　　②広域連合事務　負担区分の判定、限度額適用、標準負担額減額認定　医療費等の給付などを
　　　　　　　　　行います。

(3)保険料の賦課・徴収に係る事務
　　①市町村事務　　保険料の徴収、保険料の減免・徴収猶予に係る申請の受付等を行います。
　　②広域連合事務　保険料の賦課（保険料率の決定、賦課額の算定、賦課決定　等）を行います。

 収納課との連携等により、適切かつ効率的な保険料徴収事務が行われ、現年度分については、99.85%と
なりました。

金額

主要な施策（事務事業）の成果の概要

上記の評価と課題等

5,164,000 5,161,906 0 2,094 100.0% 

特定財源の決算額 左
記
の
内
訳

細節名 金額 細節名

5,161,906

事務費繰入金 5,011,506

督促手数料 150,400

予算現額 ① 決算額(支出済額) ② 翌年度繰越額 ③ 不用額 ①－②－③ 執行率 ②/①

目 01 徴収費
予
算

基本目標

事業 2600030 徴収費 基本施策 健康づくりの推進

款 01 総務費
総
合
計
画

項 02 徴収費
基本方針 健康を大切にするまち

いきいきと健康に暮らせるまち

部 保健医療部
決算書
ページ 278課 国保年金課

係等 国保年金担当

令和５年度
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単位：円

後期高齢者医療保険の保険者である『長野県後期高齢者医療広域連合』へ、法令等で定められた
納付金を納入することにより、健全な運営が保たれています。

＜納付金の支払い額＞
　・保険料等納付金　　1,049,046,150円
　・保険基盤安定納付金　263,288,168円
　・事務費負担金　　　 　32,281,630円
　※支払額は広域連合通知による。

＜制度概要＞
①保険料納付金
　　広域連合と市町村の役割分担が明確化されており、広域連合は保険料の賦課、市町村は保険料
　の徴収事務を担うこととされており、市町村は徴収した保険料等については、特別会計を設け、
　広域連合へ納付します。（高齢者の医療の確保に関する法律第105条）
②保険基盤安定納付金
　　低所得者等の保険料軽減分について、市町村と県が公費で負担します。(県3/4・市1/4)
　市町村は、広域連合の条例の定めるところにより、減額した保険料相当分を特別会計へ繰り
　入れ、広域連合へ納付します。（高齢者の医療の確保に関する法律第99条）
③事務費負担金
　　事業運営に係る共通経費として、前年度10月1日現在の人口を基準に、市町村均等割10%、
　　人口割45%、高齢者人口割45％で算定した額を、広域連合へ納付します。
　　　　　　　　(広域連合規約第17条による)

 高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、決められた納付金を適正に納入することができました。

金額

主要な施策（事務事業）の成果の概要

上記の評価と課題等

1,344,616,000 1,344,615,948 0 52 100.0% 

特定財源の決算額 左
記
の
内
訳

細節名 金額 細節名

295,569,798

事務費繰入金 32,281,630

保健基盤安定繰入金 263,288,168

予算現額 ① 決算額(支出済額) ② 翌年度繰越額 ③ 不用額 ①－②－③ 執行率 ②/①

目 01 後期高齢者医療広域連合納付金
予
算

基本目標

事業 2600070 広域連合納付金 基本施策 健康づくりの推進

款 02 後期高齢者医療広域連合納付金
総
合
計
画

項 01 後期高齢者医療広域連合納付金
基本方針 健康を大切にするまち

いきいきと健康に暮らせるまち

部 保健医療部
決算書
ページ 278課 国保年金課

係等 国保年金担当

令和５年度
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単位：円

後期高齢者医療被保険者還付金の推移　　　　　　　　　　　　　　（単位：円・人）

8

令和３年度 469,700 （内）35,900 34 2

還付した額 (内)充当額 還付対象者 充当対象者

令和４年度 474,600 （内）34,600 47

令和２年度

金額

主要な施策（事務事業）の成果の概要

上記の評価と課題等

311,800 （内）3,400 26 7

  所得の減額更正等により、過年度へ遡及して保険料の減額更正が行われ、それに伴い発生する保険料
の還付事務を適切に遂行することができました。

475,000 474,600 0 400 99.9% 

特定財源の決算額 左
記
の
内
訳

細節名 金額 細節名

予算現額 ① 決算額(支出済額) ② 翌年度繰越額 ③ 不用額 ①－②－③ 執行率 ②/①

目 01 保険料還付金
予
算

基本目標

事業 2600080 保険料還付金 基本施策 健康づくりの推進

款 03 諸支出金
総
合
計
画

項 01 償還金及び還付加算金
基本方針 健康を大切にするまち

いきいきと健康に暮らせるまち

部 保健医療部
決算書
ページ 278課 国保年金課

係等 国保年金担当

令和５年度

480



単位：円

後期高齢者医療被保険者還付加算金　　　　　　　　　　　　　（単位：円・人）

0 0

令和３年度 0 　　（内）0　 0 0

 後期高齢者医療保険料（以下｢保険料｣という）の還付金（過誤納金）が発生した場合、地方税法に準
じ、保険料が納付された翌日から起算して支払いが決定された日までの間の日数に応じて、年 1.0%（令
和５年１月１日以降の期間については、0.9％）の割合を乗じて計算した額を、還付すべき過誤納額（保
険料）に加算します。

還付した額 (内)充当額 還付対象者 充当対象者

令和４年度 0 　　（内）0　

令和２年度

金額

主要な施策（事務事業）の成果の概要

上記の評価と課題等

0 　　（内）0　 0 0

　還付加算金の該当となる還付金はありませんでした。

0 0 0 0 -

特定財源の決算額 左
記
の
内
訳

細節名 金額 細節名

予算現額 ① 決算額(支出済額) ② 翌年度繰越額 ③ 不用額 ①－②－③ 執行率 ②/①

目 02 還付加算金
予
算

基本目標

事業 2600085 還付加算金 基本施策 健康づくりの推進

款 03 諸支出金
総
合
計
画

項 01 償還金及び還付加算金
基本方針 健康を大切にするまち

いきいきと健康に暮らせるまち

部 保健医療部
決算書
ページ 278課 国保年金課

係等 国保年金担当

令和５年度

481



単位：円

予備費の執行はありませんでした。

　予備費の執行はありませんでした。

金額

主要な施策（事務事業）の成果の概要

上記の評価と課題等

32,325,000 0 0 32,325,000 0.0% 

特定財源の決算額 左
記
の
内
訳

細節名 金額 細節名

予算現額 ① 決算額(支出済額) ② 翌年度繰越額 ③ 不用額 ①－②－③ 執行率 ②/①

目 01 予備費
予
算

基本目標

事業 2600150 予備費 基本施策 健康づくりの推進

款 04 予備費
総
合
計
画

項 01 予備費
基本方針 健康を大切にするまち

いきいきと健康に暮らせるまち

部 保健医療部
決算書
ページ 278課 国保年金課

係等 国保年金担当

令和５年度

482


